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生保のニーズ変化に伴う生保業界の変化について　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2011年11月18日
一二三春菜
 (
インターネットの普及
インターネットの普及が着実に進んでおり、特に
20
～
40
代は利用率が
9
割を超えている
近年は高齢者の利用率もかなり上昇
) (
3
章追加分
)

 (
図表 
1
) (
図表 
2
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 (
インターネットが情報収集の一般的なツールとして定着している
)

 (
図表
3
を見ると、インターネットでの購買経験が最も多い年齢は
30
代で、約
7
割。それに次いで
20
代。
インターネットでの金融取引経験があると答えたのは、購買経験者の
2
割程度（図表
4
）
) (
図表 
3
)




 (
現時点では、インターネットを利用した金融取引は一般的であるとは言えないが、今後拡大していくことが予想されている。
)



 (
図表 
4
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 (
こうした流れを受けて…
ネット生保以外でも、インターネット上での情報提供はもちろん、加入後の各種手続きに関するサービスを開始している（又はする方針）生保会社が現れている
)



 (
図表 
5
) (
所得格差の拡大・賃金の伸び悩み
)
 (
厚生労働省による所得再分配調査の結果を見ると、
日本は
かつては
1
億総中流と言われていたが、近年は所得格差の拡大が続いている（図表
5
）
1
人当たりの雇用者報酬も減少傾向（図表
6
）
)








 (
所得格差の拡大・賃金の伸び悩みを受けて、汎用性が高い大型パッケージ商品を開発すればよい、という環境ではなくなってきている。また、直近で必要に迫られていない生命保険は家計見直しの対象となる。
特に商品面に大きく影響する変化である言える
) (
図表 
6
 
　1人当たりの雇用者報酬の推移
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 (
4
章
) (
（中間発表より）
消費者ニーズのポイント
今まで見てきたもののうち、大きなポイントを
まとめると…
死亡保障ニーズの減少
生存保障ニーズの増加
多様化する顧客像
安さ
分かりやすさ
)

 (
①社会環境の変化に伴い変化しいていく消費者のニーズを的確にとらえ、消費者の効用を最大化すること
②より低コストで①を達成すること
により、競争に買っていく必要がある
→これを達成するための商品と販売チャネルの組み合わせ、そこに対する取り組みはとは何か?
) (
これによる競争の激化・多様化が予想される中で、生保各社は今までよりも効率的に顧客を獲得していく事が重要になる
) (
3
章で挙げた人口減少や、これまで生保業界を支えてきた死亡保障マーケットの規模縮小などにより、生保市場全体の規模縮小が予想される
)









 (
図表 
7
)








 (
ライフネット生命が行ったアンケートでも、自身が加入している生保の内容の理解度は「理解できていない」
83.9%
)


 (
この
5
つのポイントに合わせて、商品・販売チャネルに関する提案を行う
商品面
商品の単機能化
しかし、
介護保障
商品の開発
現在、各社の商品開発の中心は生存保障の中でも特に
医療保障
の分野
)




 (
現在、国内生保会社の主力商品は、
定期保険特約付き終身保険
アカウント型（利率変動型積立終身）保険
の
2
つに分かれている
どちらも、主契約
に様々な保障を付加するかたちの
高額な
大型パッケージ商品
)

 (
1
億総中流社会、営業職員による販売には、大型パッケージ商品が適していた
)




 (
図表 
8
 
生命保険に求めること
)[image: グラフ13　生命保険に求めること]
 (
死亡保障ニーズが減少するなか、死亡保障を中心に据えた商品では売れない。また、死亡保障の少額化も予想されるため、この点でも高額な大型パッケージ商品は不適切。
消費者は生存保
障にお金をかけたい。一括りに生存保障と言えども、医療、介護、老後
など、ニーズはそれぞれ異なる。
顧客像が多様化し、パッケージ化された商品一つでは細分化されたニーズを取り込めない
こうした大型パッケージ商品は、無駄が多く複雑で分かりにくい商品の典型例として雑誌などでも取り上げられている。
)









 (
単機能商品を充実させる
べき
)



 (
医療技術の進歩による医療費の高額化などを背景に、医療保険は生存保障分野の中でもいち早くニーズが顕在化したため。
)

 (
医療保険に関しては、今後も高いニーズが予想されるため、当面の商品開発の対象となると考えられている。
また…
医療技術の進歩は更なる長寿社会をもたらし、介護を必要とする高齢者の増加が予想される。
加えて、
3
章で確認したとおり、介護保障分野は自助努力による準備が進んでおらず、今後の準備意向も高い。
)

 (
介護保障分野のニーズは今後さらに高まることが予想されるうえに、未だ開拓が進んでいないマーケット
)





 (
しかし
)

 (
2010
年時点で、介護保険を販売しているのは生損保
72
社のうち
22
社。そのうち、介護保険を単独商品として販売している会社はわずか
9
社という状況。
（「民間介護保険の現状」松吉夏之介　より）
すいません、最新情報を自分で調べます…
)



 (
介護保障商品の開発・販売を促進していくべき
) (
懸賞論文ではとりあえず「開発すべき」にとどめます。卒論ではもう少し商品設計に言及できたらしたいです…
販売チャネル面
製販分離
～
販売部門の分社化と
生保
子
会社による乗合代理店の設立～
消費者ニーズとして、各社の商品を自分で比較検討したいというニーズが多く存在する。
⇒このニーズに合致したチャネルが、乗合代理店
近年、代理店チャネルでは個人代理店を中心に再編・淘汰の動きが大きく、代理店数が大幅に減少している（前回発表など参照）。店舗数の大幅な減少にも関わらず、チャネルとしてのシェアが落ちていない要因の
1
つとして、大型ショッピングセンターなど集客力が高い立地に法人代理店（大型乗合代理店）が来店型保険ショップを設立している効果が挙げられる。
一方で、
伝統的日系生保の主要な販売チャネルである営業職員は…
)





 (
図表 
9
) (
図表 
10
 
生命保険の選び方
)
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 (
1
社専属ではないので、各社の商品の比較検討が可能
FP
資格を持っている担当者から、
無料で、総合的なコンサルティングを受けることが出来る
手数料は、基本的に保険会社側が支払うため、消費者の負担は増加しない（保険会社側から見れば利益率の低下…）
契約後も
生損保合わせた
一元的な管理ができる
など
)










 (
消費者ニーズに合ったかたちで保険販売が行える乗合代理店は今後もシェアを拡大していく可能性が高い
)



 (
営業職員数の減少
企業のセキュリティ強化などに伴う法人職域活動の困難化
女性の社会進出
(?)
)
 (
社会環境の変化に伴い
従来のような
販売活動が行い辛い状況下にある
多様化するニーズを細かいところまで拾いきれない
)



 (
生保会社が子会社を設立するかたちで行う、乗合代理店による販売を提案
)

 (
実際に、生保会社による乗合代理店設立の動きが既に見られる！
⇒規模的にも、質的にも不十分な現状
)
 (
住友生命
子会社としていずみライフデザイナーズを設立し、来店型保険ショップ「ほけん百花」等を展開
明治安田生命
同じく株式会社
MYJ
を設立、「ほけんポート」を展開←生保初の乗合型ショップ
) (
しかし
住友生命が
東京・神奈川・千葉・埼玉・大阪・京都・愛知での
38
店舗、明治安田生命は
東京・埼玉での
3
店舗しか展開していない
取扱商品も、住友生命
16
社（うち、損保
3
社）、明治安田生命
16
社（うち、損保
7
社）に留まり、生保は外資、損保系生保などで、
他の伝統的日系生保の商品は一切取り扱っていない
)









 (
分社化した販売部門において、より本格的に乗合代理店の展開を行い、
自社の主力商品と同質の他社商品も取り扱う、あらゆる商品を比較検討できる乗合代理店の経営を目指すべき
)

インターネットによる商品等購入・金融取引経験者の割合
（平成22年度末）
全体	15～19歳	20～29歳	30～39歳	40～49歳	50～59歳	60～64歳	65歳以上	53.6	47	65.400000000000006	68.5	59.7	46.3	38.300000000000011	25.2	
所得格差（ジニ係数）の推移（当初所得）
平成8年	11年	14年	17年	20年	0.44119999999999998	0.47200000000000003	0.49830000000000008	0.52629999999999999	0.53180000000000005	所得格差（ジニ係数）
あなたは日本の生命保険業界に必要な「Change」は何だと思いますか？（複数回答形式）
保険料が安い	商品がシンプルでわかりやすい	各社の保険商品を横並びで比較できる	各保険会社が商品ごとに保険料の内訳を開示する	各保険会社が商品の内容（約款）と値段（保険料）を販売前に提示する	不招請勧誘の禁止	インターネットなどで簡単に加入できる	商品の複雑化に伴う販売のプロ育成のため、販売員の資格試験を強化する	その他	71.3	71.099999999999994	43	39.800000000000011	37.700000000000003	33.9	22.1	18	2.6	あなたは日本の生命保険業界に必要な「Change」は何だと思いますか？（複数回答形式）
保険料が安い	商品がシンプルでわかりやすい	各社の保険商品を横並びで比較できる	各保険会社が商品ごとに保険料の内訳を開示する	各保険会社が商品の内容（約款）と値段（保険料）を販売前に提示する	不招請勧誘の禁止	インターネットなどで簡単に加入できる	商品の複雑化に伴う販売のプロ育成のため、販売員の資格試験を強化する	その他	71.3	71.099999999999994	43	39.800000000000011	37.700000000000003	33.9	22.1	18	2.6	年齢階級別インターネット利用率の推移（個人）
平成20年末	
6歳以上全体	6～12歳	13～19歳	20～29歳	30～39歳	40～49歳	50～59歳	60～64歳	65～69歳	70～79歳	80歳以上	75.3	68.900000000000006	95.5	96.3	95.7	92	82.2	63.4	37.6	27.7	14.5	平成21年末	
6歳以上全体	6～12歳	13～19歳	20～29歳	30～39歳	40～49歳	50～59歳	60～64歳	65～69歳	70～79歳	80歳以上	78	68.599999999999994	96.3	97.2	96.3	95.4	86.1	71.599999999999994	58	32.9	18.5	平成22年末	
6歳以上全体	6～12歳	13～19歳	20～29歳	30～39歳	40～49歳	50～59歳	60～64歳	65～69歳	70～79歳	80歳以上	78.2	65.5	95.6	97.4	95.1	94.2	86.6	70.099999999999994	57	39.200000000000003	20.3	
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